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要 旨 

 

ⅰ．事業の背景・目的 

従来からの同時双方向型の授業配信を原則とした上で、学校の判断により、事

前に収録した授業を児童生徒が視聴したい時間に受講するオンデマンド型の授業

配信を可能とする制度改正が行われたことを受け、本事業では、小学校、中学校、

義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校で行われている遠隔教育

（同時双方向型、オンデマンド型）の実態を把握するとともに、実施方法や課題

を整理し、病気療養児に対するオンデマンド型の授業の効果的な活用方法等につ

いて提示することを目的として実施した。 

ⅱ．教育委員会における取組 

令和５年度より２年間にわたり、５つの受託自治体（北海道・宮城県・岐阜県・

栃木県・京都市、※栃木県については令和６年度のみ）にて、病気療養児の教育

機会の保障に向けた同時双方向型の授業・オンデマンド型の授業の活用方法等に

ついての調査研究を実施した。 

 

ⅲ．自治体における病気療養中等の児童生徒に対する遠隔教育に関する体制整

備のための取組の現状 

全国の各自治体で行われている遠隔教育の実施に係る多様な取組例や課題等を

把握することを目的として、４教育委員会（島根県、岡山県、熊本県、岩手県）

へヒアリング調査を実施し、各自治体における遠隔教育に係る具体的な取組状況

及び体制整備に向けた取組のポイントをまとめた。 

 

ⅳ．まとめ・病気療養児の教育機会の保障 

上記ⅱ、ⅲの調査研究事業を通して把握された取組の現状を踏まえ、各自治体

における病気療養児の教育機会の保障に関する取組の方向性について、遠隔教育

実施のプロセス（支援体制の構築、遠隔教育の準備、実施、評価、復学に向けた

支援）に沿って整理した。 
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Ⅰ 事業の背景・目的 

 

１．事業の背景・目的 

病気療養児は、その時々の病状や治療の状況により、同時双方向型の授業だけ

では教育機会の保障として十分でない可能性がある。そのため、小・中学校段階

及び高等学校段階において、従来からの同時双方向型の授業配信を原則とした上

で、学校の判断により、事前に収録した授業を児童生徒が視聴したい時間に受講

するオンデマンド型の授業配信を可能とする制度改正が行われた。 

本事業は、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支

援学校（以下、「学校等」という）で行われている遠隔教育（同時双方向型、オン

デマンド型）の実態を把握するとともに、実施方法や課題を整理し、病気療養児

に対するオンデマンド型の授業の効果的な活用方法等について提示することを目

的として実施した。 

 

※病気療養児とは、疾病による療養のため又は障害のため、相当の期間学校を欠

席すると認められる児童生徒を指す。 

 

 

２．事業の実施内容 

本事業の全体像は以下のとおり。 
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（１）事業実施教育委員会における取組 

当該調査研究事業では次の５つの教育委員会において、病気療養児の教育機会

の保障に向けた同時双方向型の授業・オンデマンド型の授業の活用方法等につい

ての調査研究を並行して行っており、本事業においては各教育委員会における事

業実施支援及び実施結果のとりまとめを行った。なお、令和５年度以降の２年間

の各教育委員会の取組の成果については、令和７年２月に文部科学省の主催する

「病気療養中等の児童生徒に対するオンデマンド型の授業に係る調査研究事業連

絡協議会」にて、全国の各自治体の教育委員会や学校関係者、医療機関等関係者、

福祉関係者に対し周知した。 

また、事業実施自治体で行われている遠隔教育の実施に係る具体的な取組の実

際を把握し、遠隔教育の効果的な活用方法等についての検討の参考とするため、

令和６年度に岐阜県教育委員会及び栃木県教育委員会の所管する高等学校へ視察

訪問を行った。 

 北海道教育委員会 

 宮城県教育委員会 

 岐阜県教育委員会 

 栃木県教育委員会（令和６年度のみ） 

 京都市教育委員会 

 

（２）ヒアリング調査 

全国の各自治体で行われている遠隔教育の実施に係る多様な取組例や課題等を

把握することを目的として、令和４年度に文部科学省にて実施した「病気療養児

等に関する実態調査」の結果を参考に、各学校種において遠隔教育の実施体制の

拡充に向けた取組を進めていると考えられた以下４自治体を対象として、ヒアリ

ング調査を実施した。 

 島根県教育委員会 

 岡山県教育委員会 

 熊本県教育委員会 

 岩手県教育委員会 
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３．事業実施体制 

調査の設計・分析等について専門的立場から指導・助言を得るため、有識者や

教育・医療機関関係者からなる検討委員会を設置した。検討委員会の委員及び開

催状況は以下のとおり。 

 

図表1-1 検討委員会 委員一覧 

ご氏名 ご役職 

志村 芳紀 
埼玉県立けやき特別支援学校  

特別支援教育コーディネーター（高校生支援担当） 

鈴木 彩 

国立研究開発法人 国立成育医療研究センター 医療連携・患者

支援センター 医療連携室 

ソーシャルワーカー 

土屋 忠之 
独立行政法人 国立特別支援教育総合研究所 

インクルーシブ教育システム推進センター 総括研究員 

丹羽 登(〇） 関西学院大学教育学部教育学科 教授 

広瀬 邦彦 神奈川県立伊志田高等学校 校長 

前田 尚子 独立行政法人国立病院機構名古屋医療センター 小児科医長 

山田 憲司 
愛知県教育委員会 特別支援教育課指導グループ  

課長補佐 

（〇：委員長、五十音順、敬称略） 

 

【オブザーバー】 

文部科学省初等中等教育局特別支援教育課 

菅野和彦 視学官（併）特別支援教育課特別支援教育調査官 

相原千絵 特別支援教育調査官（病弱・身体虚弱教育担当） 

齋藤綾子 課長補佐（併）医療的ケア対策専門官 

川島光道 支援第二係 

 

文部科学省初等中等教育局 

石田恵実子 参事官（高等学校担当）付参事官補佐 

山本文 参事官（高等学校担当）付専門官（併）係長 

 

厚生労働省 健康・生活衛生局がん・疾病対策課 

戸石輝 相談支援専門官 

（敬称略） 
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図表1-2 検討委員会 開催実績 

回数 開催日時 議題 

第 1 回 令和 6年 9月 10日 10:00～12:00 

 事業概要 

 ヒアリング先候補案 

 各教育委員会における 

令和６年度事業実施計画 

第 2 回 令和 6年 11月 29日 13:00～15:00 

 視察報告 

 ヒアリング実施結果 

 事業報告書の構成案・事業報告書概要版構

成案 

 各教育委員会における事業実施状況 

第 3 回 令和 7 年 3 月 7 日 14:00～16:00 
 連絡協議会開催報告 

 事業報告書・事業報告書概要版作成案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



6 

 

Ⅱ 教育委員会における取組 

 令和５年度より２年間、本事業受託自治体である北海道教育委員会、宮城県教

育委員会、岐阜県教育委員会、京都市教育委員会、栃木県教育委員会（栃木県につ

いては、令和６年度のみ）において、病気療養児の教育機会の保障に向けた同時双

方向型の授業・オンデマンド型の授業の活用方法等についての調査研究を実施した。 

本事業検討委員会や、「病気療養中等の児童生徒に対するオンデマンド型の授業

に係る調査研究事業連絡協議会」における各自治体からの成果報告、成果報告書を

もとに、各自治体の取組事例を以下に示す。 

 

１．支援体制の構築 

（１）共通理解の醸成(理解啓発・普及啓発) 

受託自治体においては、病気療養児に対する遠隔教育による学習保障に関する

理解啓発・普及啓発を目的として、校長会・教頭会や教務主任連絡会議などの学

校関係者が参加する会議体での普及啓発が行われていた。その他、学校や医療機

関の関係者を対象としたリーフレット等の配布、学校教員や特別支援教育コーデ

ィネーターを対象とした研修会の開催、遠隔授業の指導者のノウハウやアイディ

アをまとめた教員向けのハンドブックの作成などの取組が行われていた。 

受託自治体における取組事例 

○ 校長会・教頭会、教務主任連絡会議で、病気療養児に対する遠隔教育による学習保障に

ついて周知した。本事業の協力病院である東北大学病院、県立こども病院以外の医療機

関へ、教育委員会担当者と医教連携コーディネーターが訪問し、事業説明を実施した。

【宮城県教育委員会】 

○ 県教育委員会主催の研修会を開催し、県内の高校の特別支援教育コーディネーターや養

護教諭等に対し、事業説明を行った。また研修会では、病気療養児の保護者による遠隔

教育をテーマとした講演、医師や特別支援学校教諭によるパネルディスカッションを行

った。その他、看護師、特別支援教育コーディネーター等の専門職が、入院生徒・保護

者の思いや、支援内容について執筆し、小冊子にまとめ、高等学校や病院等関係機関へ

配布した。【岐阜県教育委員会】 

○ 同時双方向型の授業のノウハウや、各指導者のアイディア等をまとめた「配信授業ハン

ドブック」を作成した。「配信授業ハンドブック」を用いて教員向けの小規模な研修会や

OJT を実施した。【京都市教育委員会】 
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（２）教育委員会における関係機関との連携体制 

受託自治体においては、病気療養児に対する遠隔教育による学習保障の制度に関

して、日頃から教育委員会が主体となり、医療機関や学校、特別支援教育コーディ

ネーターに対し、リーフレットの配布や研修会での周知啓発を行うことで、迅速な

支援開始を実現していた。また遠隔教育に関する相談窓口となる教育委員会担当者

の連絡先を、日頃から学校に周知することも、迅速な支援開始におけるポイントと

なっていた。その他、医教連携コーディネーターを配置している自治体においては、

医教連携コーディネーターが、病気療養児の在籍校と、病気療養児が入院する病院

との間をつなぐ調整役となり、病気療養児の状況の共有や学校に対する相談支援を

実施する等、円滑な連携を行った事例が確認された。 

 

受託自治体における取組事例 

○ 栃木県では、特別支援学校の分教室のある県内２つの大学病院へ入院する高校生に対し、

特別支援学校との連携のもと学習支援を実施する「入院高校生支援事業」を実施してい

る。病気療養児に対する遠隔教育による学習保障の制度については、医療機関や学校関

係者、特別支援教育コーディネーター等に対し、日頃からリーフレットの配布や研修会

での周知を実施している。また、遠隔教育に関する相談窓口となる教育委員会担当者の

連絡先をあわせて周知している。これにより、遠隔教育による学習保障が必要となった

際、学校と教育委員会とが迅速に連携し、支援を開始できる体制が構築できている。【栃

木県教育委員会】 

○ 県立高等学校の教諭１名を医教連携コーディネーターとして任命し、本事業の連携病院

に最も近い県立高等学校に配置した。遠隔教育を実施する際には、医教連携コーディネ

ーターが、病気療養児の在籍校と、病気療養児が入院する病院の橋渡し役を担い、病院

から治療スケジュール等を確認し、在籍校へ情報共有を行うほか、遠隔学習支援に関す

るアドバイス、相談対応を実施した。【宮城県教育委員会】 
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２．病気療養中等の児童生徒に対する遠隔教育の準備 

（１）遠隔授業の実施体制づくり 

遠隔教育による学習保障を行うにあたっては、公立・私立いずれにおいても、

まずは遠隔授業の具体的な実施方法の検討をするとともに、出席・単位認定、学

習評価の方法に関する校内規定について校内で検討できる体制を構築し整備して

おく必要がある。また、校内規定で定めた学習評価の方法については、あらかじ

め、児童生徒及び保護者に説明することが必要となる。 

受託自治体の中には、教育委員会が都道府県内の高等学校に対し、病気療養中

等の生徒に対する教育保障について周知を徹底したことで、全ての都道府県立高

等学校にて、病気療養中の生徒に配慮した校内規定を整備できたという自治体も

存在した。 

また、入院中の児童生徒に対し、遠隔教育による学習保障を行うに当たっては、

医療機関との連携が必要となるが、受託自治体の事例では、医教連携コーディネ

ーターが中心となり、病気療養児の在籍校と、病気療養児の入院する病院との連

携が行われていた。 

遠隔授業を実施するためのネットワーク環境・ICT 機器の整備に向けては、教

育委員会や特別支援学校がポケット Wi-Fi やタブレット端末、テレプレゼンスロ

ボット（kubi）の貸し出しを行っている自治体も見られた。また、遠隔教育の実

施経験のある教員が在籍している自治体では、当該教員が中心となり校内体制を

整備したことで、円滑な支援開始を実現していた。 

受託自治体における取組事例 

○ 本調査研究事業を通じて、遠隔授業の対象となる生徒、遠隔授業開始までの手続き、学

習評価の方法等について、校内規定において定め、教職員の共通理解を図ることが重要

であることが分かった。また、北海道教育委員会が実施した調査によると、調査に回答

した道立高校全てが、病気療養中等の生徒に対し、単位認定、進級、卒業等について配

慮する校内規定等を「整備している」と回答した。【北海道教育委員会】 

○ 医教連携コーディネーターが病気療養児の在籍校と、病気療養児の入院する病院との間

での調整を担い、在籍校と病院、教育委員会が連携を図りながら、県立高等学校に在籍

する入院または自宅療養中の生徒に対し遠隔教育を実施した。【宮城県教育委員会】 

○ 遠隔教育の実施に際し、iPad を所有していない学校には特別支援学校分教室の iPad を

教育委員会が借りて生徒へ貸し出している。特別支援学校のセンター的機能による支援

として、学校へテレプレゼンスロボット（kubi）の貸し出しを実施している。ネットワ

ーク環境の整備に向けては、教育委員会がポケット Wi-Fi を貸し出している。【栃木県教
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育委員会】 

○ 前任校で遠隔教育の実施経験のある教員を中心として、他の教員の理解醸成や教育委員

会との連携を行った。その結果、タブレットを用いた同時双方向型の授業の円滑な導入

につながった。【岐阜県教育委員会】 

 

 

（２）児童生徒の状況に応じた実施形態の選択 

病気療養中の児童生徒に対する遠隔教育においては、同時双方向型を原則とし

つつ、当該児童生徒の病状や治療の状況等から、配信側の授業時間に合わせて同

時双方向型で実施することが難しいと学校において判断した場合に限り、オンデ

マンド型で実施することが可能となっている。受託自治体では、教職員が保護者

や児童生徒とこまめに連絡をとり、治療のスケジュールや病状等について確認し

たうえで、児童生徒の状況に応じて、同時双方向型の授業を受けることが難しい

と学校で判断した場合に、オンデマンド型の授業を実施していた。 

 

受託自治体における取組事例 

○ 高等学校の事例では、教科担任が始業時に対象生徒の Google Meet への入室状況を確認

する。生徒が入室している場合は、同時双方向型の授業を実施するが、入室していない

場合は、オンデマンド型の授業が必要と判断し、録画を開始する（実技・実習科目を除

く）。録画データは、教務部員が YouTube に限定配信する。【北海道教育委員会】 

○ 治療・リハビリのスケジュールや当該生徒の体調により、同時双方向型授業への参加が

困難な場合は、オンデマンド型の授業を活用した。【宮城県教育委員会】 

○ 児童生徒の体調や治療状況等に応じて、対面授業や、同時双方向型の授業、オンデマン

ド型の授業、両者併用型の授業を実施。治療や体調の都合で、対面授業や、同時双方向

型の授業を受けることが難しい場合に、オンデマンド型の授業を実施した。【京都市教育

委員会】 
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（３）オンデマンド型の授業の教材 

オンデマンド型の授業の教材については、通常授業の様子を録画し、You Tube等

の動画共有プラットフォームや、Google Drive等のクラウド上で病気療養児に共有

する方法や、Power Point を活用し、動画教材を作成する方法などがあった。オン

デマンド型の授業の専用教材については、治療の状況や体調等により長時間の視聴

が難しい児童生徒でも視聴しやすいよう、学習内容の要点を短時間でまとめるとい

った工夫が確認された。教育委員会によっては、Power Point等教職員が使い慣れ

たソフトを活用することで、教材作成に係る負担の軽減を図っていた。また、実技・

実習を伴う各教科・科目等の教材の作成においては、ウェアラブルカメラなどの ICT

機器を活用し教員や生徒の手元の手技の映像を録画し教材へ含めるなど、より学習

効果の高い教材とするための工夫が行われていた。 

 

受託自治体における取組事例 

○ 高等学校段階でオンデマンド型の授業の実施する際は、通常授業の様子を録画し、録画

を YouTube へ投稿した。小・中学校においては、理科、社会を中心とした各単元につい

て、Power Point を活用し動画教材の作成を行った。【北海道教育委員会】 

○ オンデマンド型の授業の実施時には、テレプレゼンスロボット(kubi)と iPad を活用し

て授業を録画したうえで、25 分間の専用教材を作成し、You Tube に限定公開、もしくは

Google Drive へアップロードした。【宮城県教育委員会】 

○ 実技系の科目(工業、化学等) を実施する際、教員と生徒がウェアラブルカメラを装着し

て手元の映像を録画し、オンデマンド型の授業の教材とした。【岐阜県教育委員会】 
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（４）遠隔教育で行う各教科・科目等の整理 

※義務教育段階における教科、高等学校段階における教科、科目について、以降

「各教科・科目等」と記載する 

受託自治体の中には、各教科・科目等を限定せず同時双方向型の授業・オンデマ

ンド型の授業を実施した自治体が多数存在した。実技・実習等を伴う各教科・科目

等について遠隔授業で取り上げる場合には、学習内容のうち、座学部分を中心に遠

隔授業にて取り上げ、実技や演習の内容については復学後や登校日に対面指導にお

いて補完したり、復学後に習熟状況を確認し、必要に応じて学習内容を補完したり

する等、柔軟な工夫がなされていた。また各教科・科目等 

以外にも、学校行事やホームルーム、教職員との面談、クラスメイトとの交流な

どをオンラインで実施することで、学校とのつながりや、病気療養児の安心感を醸

成した事例が確認された。 

 

受託自治体における取組事例 

○ 高等学校段階では、対象生徒が履修している全ての各教科・科目等について、同時双方

向型の授業・オンデマンド型の授業による学習保障の対象とした。義務教育段階では、

校外学習や原籍校の教科学習、学級活動について同時双方向型の授業を実施し、小学部

理科、中学部理科、中学部社会科についてオンデマンド型の授業を実施した。【北海道教

育委員会】 

○ 各教科・科目等を限定せず遠隔授業による学習支援を実施した。実技・実習等について

は、座学部分を中心に遠隔授業にて取り上げ、対面指導が適する部分を復学後や登校可

能日に補完する等柔軟に対応した。【宮城県教育委員会】 

○ 実技・実習等を伴わない各教科・科目等を中心に遠隔教育を実施したが、美術や家庭科

など、実技・実習等を伴う各教科・科目等についても一部遠隔教育の対象とした。【岐阜

県教育委員会】 

○ 各教科・科目等を限定せず遠隔教育による学習支援を実施した。【京都市教育委員会】 

○ オンデマンド型の授業を実施した事例では、保健体育・家庭科・数学・科学について取

り上げた。また、教職員やクラスメイトとオンラインで面談・交流を行ったり、学校行

事(体育祭)についてオンラインで配信した。【栃木県教育委員会】 
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３．病気療養中等の児童生徒に対する遠隔教育の実施 

（１）遠隔教育の実施場所における環境整備 

遠隔教育の実施場所は、入院中の病室や一時退院時・療養中の自宅等が考えられ

る。入院中の病室で遠隔教育を実施する場合、受託自治体では、遠隔教育を受ける

ための通信環境を整備するため、病院に備え付けの学習用 Wi-Fiを利用する、もし

くは、教育委員会が入院生徒に対し Wi-Fiルーターの貸し出しを行っていた。 

 

受託自治体における取組事例 

○ 遠隔教育の実施場所の通信環境を整備するため、教育委員会が入院生徒に対し Wi-Fi ル

ーターの貸し出しを行った。【北海道教育委員会】 

○ 入院中の病院で遠隔教育を受ける場合は、病院に備え付けの学習用 Wi-Fi 又は県教育委

員会が貸し出すモバイル Wi-Fi ルーターを利用した。【宮城県教育委員会】 

 

（２）遠隔授業を実施するために必要な ICT 機器・通信機器 

同時双方向型の授業を実施する際、配信側の教室には、タブレット端末や、テ

レプレゼンスロボット(kubi)等を設置し、Google Meet、Teams等のオンライン会

議システムを使用して授業の配信が行われていた。また受信側では、タブレット

端末等を使用している事例が確認された。 

また、オンデマンド型の授業については、配信側となる教室へ、タブレット端

末や、テレプレゼンスロボット(kubi)等を設置し、通常授業の様子を録画するほ

か、動画教材の共有に当たっては、You Tube 等の動画共有プラットフォームや、

Google Drive 等のオンラインのファイル共有システム等が活用されていた。 

 

受託自治体における取組事例 

○ 同時双方向型の授業については、iPad とテレプレゼンスロボット(kubi)を配信側の教室

へ設置し、Google Meet で授業の配信を行った。オンデマンド型の授業については、テレ

プレゼンスロボット(kubi)と iPad を活用して授業を録画したうえで、25 分間の専用教

材を作成し、You Tube に限定公開、もしくは Google Drive へアップロードした。【宮城

県教育委員会】 
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○ タブレットやモバイルモニター、テレプレゼンスロボット(kubi)を活用して遠隔教育を

実施した。同時双方向型の授業配信には、Teams を使用した。【岐阜県教育委員会】 

 

 

（３）遠隔教育の実施方法、工夫 

受託自治体においては、同時双方向型の授業を実施する際に、テレプレゼンスロ

ボット(kubi)を活用し入院中の生徒と在籍校の生徒及び教員が授業の合間に雑談

するなど交流を図っていた。また、オンラインで社会科見学の様子を配信して、他

の児童生徒と同じ体験をできるようにすること、入院中・療養中でも ICTを活用し

オンラインで在籍校と交流することで、病気療養児の安心感の醸成と学習意欲の向

上を実現していた。 

高等学校の病気療養児においては、対面により行う授業を各教科・科目ごとに年

間２単位以上実施する必要があるが、「病気療養中等の生徒であって、当該生徒の病

状や治療の状況、医師等の意見等を踏まえ、対面により行う授業を複数回行うこと

が難しいと高等学校等の校長が認める場合」において、年間１単位とすることも認

められることとなっている（P.56（参考）※１参照）。 

受託自治体において、病気療養児の入院期間が１年未満である場合には、年間２

単位以上の対面授業が問題なく実施されていた。一方、病気療養児が移植手術を行

い、免疫力が低下し感染症への感染リスクがある場合等には、年間２単位以上の対

面授業の実施可否の判断において細心の注意が必要であるという声も聞かれた。 

受託自治体における取組事例 

○ 病気療養児の様子の確認及び教員やクラスメイトとのコミュニケーションを目的とし

て、同時双方向型の授業実施後、病気療養児と、教科担当の教員及びクラスメイトとが、

テレプレゼンスロボット（kubi）を活用し雑談するなど交流を実施している。また、年

間 2 単位以上実施する必要がある対面授業については、病気療養児が登校可能な期間に

実施することができた。【栃木県教育委員会】 

○ 入院先の病院から在籍校の児童生徒との交流を行ったり、社会科見学へオンラインで参

加したりするなどの取組を通じ、病気療養児の安心間の醸成と学習意欲の向上につなげ

た。また、年間２単位以上実施する必要がある対面授業について、対象生徒は全員、年

度途中から入院することになったり、退院後登校できる状態になったりしたため、実施

することができた。【北海道教育委員会】 

○ 年間２単位以上の対面授業は実施していない。理由として、病気療養児は移植手術を行

っており、感染症に対して抵抗力がない状態であったことが挙げられる。感染リスクを

避けるため、厳重な注意が必要であった。【岐阜県教育委員会】 
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○ 病気療養児の入院期間は数カ月に及ぶものではなかったため、年間２単位以上の対面授

業については復学後に問題なく実施できた。入院が１年以上に及ぶ場合、年間２単位以

上の対面授業の実施をどのように保障するかは課題である。教員が病院を訪問して対面

で指導すること、２単位時間以上の実施が困難な場合には内容を精選し１単位時間で実

施することなどを想定している。【宮城県教育委員会】 

 

４．病気療養中等の児童生徒に対する遠隔教育による学習の評価 

（１）視聴・出席確認の方法 

同時双方向型の授業の場合には、児童生徒の Web 会議への入室状況や、授業中

の教員による定期的なチャット・声掛けにより、視聴・出席状況の確認が行われ

ていた。オンデマンド型の授業の場合には、ファイル閲覧システムにおけるファ

イルの閲覧回数、動画共有プラットフォーム上の動画の視聴回数から教材の視聴

状況を把握する他、受講後に振り返りや課題の提出、教員による聞き取り調査を

行うことで、視聴・出席を確認している事例もあった。またオンデマンド型の授

業・同時双方向型の授業に共通した取組として、担任が作成した出席簿に、授業

毎に振り返りを記入させることや、受講後の振り返りの提出で視聴・出席を確認

するという事例が存在した。 

 

受託自治体における取組事例 

○ 遠隔教育にも対応できるよう、校務支援システムの出席簿に遠隔教育での出欠の選択肢

を加え、出席管理を行った。また、担任が excel で出席簿を作成してクラウド上で共有

し、生徒が授業内容を記載し、担任が記載内容を確認して出席を認定した。【北海道教育

委員会】 

○ 同時双方向型の授業を実施する際は、教室に設置したテレプレゼンスロボット(kubi)で、

Google Meet への接続状況を確認した。オンデマンド型の授業の実施時には、授業の録画

を You Tube 等にアップロードし、You Tube 上の視聴回数を確認するほか、振り返りや

ミニレポートの提出状況、小テストやオンライン面談を実施することで、学習状況を把

握した。【岐阜県教育委員会】 

○ 同時双方向型の授業時には、教職員が定期的に受信側の児童生徒へ声掛けを行い、視聴・

出席確認を実施した。【岐阜県教育委員会】 

○ オンデマンド型の授業については、ICT を活用した提出物の提出や、教員による学習状況

の聞き取りを通じて、学習状況を把握した。【京都市教育委員会】 
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（２）学習評価の方法 

受託自治体においては、校内であらかじめ遠隔教育の学習評価方法を検討した

うえで、学習プリントや課題等の提出物、試験の結果、教員との面談における習

熟度の確認等を通じて、学習評価が行われていた。評価規準については、一般の

生徒と同様としている自治体もあった。 

 

受託自治体における取組事例 

○ 同時双方向型の授業については、取組状況や成果物をもとに学習評価を行った。オンデ

マンド型の授業については、Google Classroom への投稿、小テスト・ミニレポートで学

習評価を行った。オンライン面談も併用した。【宮城県教育委員会】 

○ オンデマンド型・同時双方向型の授業ともに、ICT を活用した学習プリントの提出や制作

物の提出、代替課題(レポート)の提出により学習評価を行った。【岐阜県教育委員会】 

○ 教科担任の裁量により、Google Classroom や Google Form でテストを配信したり、HR 担

任が家庭訪問する際に提出物等の受け渡しを行ったりするなど、工夫して学習評価を行

った。評価規準は、他の生徒と同様とした。実技・実習が中心となる科目については、観

点別学習状況の評価により適切に評価した。【北海道教育委員会】 

○ オンデマンド型の授業配信については、提出物の提出に加え、病気療養児への聞き取り

を通じて学習評価を行った。【京都市教育委員会】 

○ 校内委員会で評価方法等を検討し、他県特別支援学校による支援や在籍校からのオンデ

マンド型授業の実施状況を踏まえ学習評価を行い、単位認定も行った。【栃木県教育委員

会】 
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５．復学に向けた支援 

（１）医療機関との連携 

受託自治体では、病気療養児の復学に向け、教育委員会担当者と、病気療養児の

在籍校の教員、医療機関の主治医・看護師、医教連携コーディネーター等が参加す

るオンラインの復学支援会議を開催し、当該生徒に係る情報交換や支援の在り方を

協議したり、退院後の留意事項について主治医から助言を受けたりするなどの取組

が行われていた。 

 

受託自治体における取組事例 

○ 病気療養児の在籍する高等学校と、教育委員会、岐阜大学医学部附属病院、市民病院と

で、遠隔教育の具体的な実施方法についてオンラインで相談した。医療機関より、どう

すれば授業配信の映像が見やすいかなどアドバイスをいただいた。また、病気療養児の

在籍する高等学校と、入院先の医療機関の主治医・看護師、県内の特別支援学校の教員

により、復学支援に向けた会議をオンラインで実施した。主治医からは退院後の日常生

活における留意事項についても助言を受けた。【岐阜県教育委員会】 

○ 日頃から事業で連携した２つの大学病院に在籍する学習支援員（特別支援学校分教室の

高校生支援担当者）が中心となり、主治医・看護師、教育委員会、病気療養児の在籍校、

入院している病気療養児との連携を図っており、復学の際には関係者を交えた復学支援

会議を開催し、情報共有や支援方針に関する協議を行った。【栃木県教育委員会】 

○ 日頃から、医教連携コーディネーターが病気療養児の在籍校と、入院先の病院との橋渡

し役を担い、各種連絡・調整や支援体制づくり、治療スケジュール等の情報共有等を行

っていた。復学に向けては、特別支援委員会を設置し、当該生徒に係る情報交換や支援

の在り方を協議し、医療機関から注意点等の連携を受けた。【宮城県教育委員会】 
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（２）前籍校との連携、在籍校における支援 

病気療養児が入院等に伴い特別支援学校等へ転学している場合、入院時や遠隔教

育を実施する段階から、在籍校が前籍校や医療機関関係者と、復学を見据えた支援

について協議するなどの取組が確認された。また、病気療養児が復学後のイメージ

をもったうえで安心して復学できるよう、前籍校の様子を撮影し、病気療養児へ共

有するなどの取組も確認された。小学校６年生、中学校３年生の病気療養児に対し

ては、オンラインで進学予定の中学校や高等学校を見学するリモートオープンキャ

ンパスを行い、入院中の体験を補完する取組も行われていた。その他、病気療養児

のクラスメイトに、日頃から遠隔授業の準備に協力してもらったり、休み時間に病

気療養児とのオンラインの交流の機会を設けたりすることで、スムーズな復学を実

現した事例も存在した。 

 

受託自治体における取組事例 

○ 退院後の自宅療養期間に学習支援・オンライン面談を実施し、復学への橋渡しを行った。

特別支援委員会を設置し、当該生徒に係る情報交換や支援の在り方の協議を行った。【宮

城県教育委員会】 

○ 特別支援学校に在籍する児童の復学に向けて、前籍校の状況を 360 度カメラで撮影のう

え、動画配信サイトにアップロードして児童へ共有し、動画を視聴したり、前籍校の教

員からのメッセージを伝えたりすることで、復学に対する不安軽減を図った。病気療養

児の初登校に向け、学校の様子を画像で共有し、教室の場所や約束事を伝えた。小学校

６年生、中学校３年生の病気療養児に対しては、リモートオープンキャンパスを実施し、

体験・見学を補完した。【京都市教育委員会】 

○ 遠隔授業実施時には、病気療養児のクラスメイトに、配信準備や、移動教室時のタブレ

ット端末の持ち運び等に協力してもらい、休み時間にはクラスメイトと病気療養児との

オンラインでの交流を設けていた。このようなつながりを構築していたことで、スムー

ズな復学を実現した。【岐阜県教育委員会】 
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（３）復学後の支援 

受託自治体においては、病気療養児が、復学後日常生活を送るにあたっての留意

事項について、あらかじめ医療機関の主治医等から助言を受け、復学後は教員が対

象児童生徒の体調等の様子をこまめに確認するなどの支援が行われていた。 

 

受託自治体における取組事例 

○ あらかじめ入院先の医療機関の主治医・看護師より、復学後の留意事項について助言を

受けていた。対象生徒は無菌状態で入院していたため、土など菌を持つ物への接触に留

意したほか、体調不良を我慢していないかを確認するため、発汗状況やこまめな声掛け

を行った。【岐阜県教育委員会】 

○ 治療のスケジュール等に加え、復学後の注意点等についても入院先の病院から連携を受

け、医教連携コーディネーターを通じて医療的ケア児の在籍校にも共有し対応した。【宮

城県教育委員会】 
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６．視察報告 

（１）視察目的 

事業実施自治体で行われている遠隔教育の実施に係る具体的な取組の実際、及び学校関係者との意

見交換において、取組の状況や課題等を把握し、遠隔教育の効果的な活用方法等についての検討の参

考とするため、２自治体の以下の学校へ視察を行った。 

図表 2-1 

視察先 日時 

岐阜県立中津川工業高等学校 2024 年 10 月 25 日（金）10 時 30 分～15 時 30 分 

栃木県立茂木高等学校 2024 年 11 月 5 日（火）13時 10 分～15 時 20 分 

 

（２）視察結果 

１）岐阜県立中津川工業高等学校 
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２）栃木県立茂木高等学校 
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Ⅲ 自治体における病気療養中等の児童生徒に対する遠隔教育に関する

体制整備のための取組の現状 

 

１．ヒアリング調査実施概要 

全国の各自治体で行われている遠隔教育の実施に係る多様な取組例や課題等を把握することを目的

として、ヒアリング調査を実施した。 

 

■ 調査対象 

教育委員会特別支援教育課を主たる対象としてヒアリング調査を実施した。令和 4年度に文部科学

省にて実施した「病気療養児等に関する実態調査」の結果を参考に、各学校種において特に遠隔教育

の取組が進んでいると考えられた自治体、また遠隔教育の取組に課題があると考えられた自治体を選

定した。最終的に協力が得られたヒアリング調査対象は以下のとおり。なお、個人情報保護の観点か

ら、以降個別の学校名は伏せることとする。 

 

図表3-1 ヒアリング調査対象一覧 

対象 日時 

島根県教育庁 特別支援教育課 令和６年 11 月 13 日 10:00～11:00 

岡山県教育委員会 特別支援教育課 令和６年 11 月 14 日 9:30～10:30 

熊本県教育委員会 特別支援教育課 令和６年 11 月 18 日 11:00～12:00 

岩手県教育委員会 特別支援教育課 令和６年 11 月 20 日 11:00～12:00 

 

■ 調査方法 

オンラインでのインタビュー形式 
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２．病気療養児に対する遠隔教育の取組に係る各自治体へのヒアリング調査実施結果 

１）島根県 

ヒアリング目的 各学校種別における同時双方向型の授業の実施割合が高く、教育委員会各課間及び

関係機関との連携や、教育委員会を主体とした普及・啓発の取組、遠隔授業の実施に

向けた支援の取組等が進んでいると想定されたため。 

ヒアリング対象 島根県教育庁特別支援教育課 

事前調書における

情報 

遠隔授業（同時双方向型の授業、オンデマンド型の授業）を実施している学校種別ご

との学校数 

遠隔授業にて取り扱う各教科・科目等 

• 県立高校（３校）：基本的に全教科にて実施 

• 県立特別支援学校（５校）：国語、数学、理科、特別活動、自立活動、学校行事、

総合的な学習の時間、儀式・集会等 

• 市町村立小学校（１校）：国語、算数、社会、理科、外国語、図工 

 

項目 遠隔教育実施のための体制整備の取組 

支援体制の構築 

県教育委員会による市町村教育委員会への支援 

• 県教育委員会特別支援教育課においては、県内 19市町村の教育委員会からの、

遠隔授業の実施方法や通知の内容等に関する問い合わせに電話にて随時対応を

行う。具体的な例としては、「病気療養中の生徒について、院内学級に転学するか、

在籍校より遠隔教育を受けるか、学びを止めない観点からどちらが望ましいか」と

言った相談を受けた。 

教育委員会関係課間における連携 

• 高校に準ずる教育課程に関する質問等があった場合には、教育委員会特別支援教

育課と、高校教育を担当する教育指導課との間で連携した。不登校が関係するケ

ースにおいては、不登校の対応課とも適宜連携した。 

小児がん連携病院の協力 

• 島根大学医学部附属病院が保護者に遠隔教育について情報提供をしており、それ

を受け生徒・保護者より教育委員会に対し、遠隔授業の実施に係る相談を受領す

る場合もある。 

遠隔教育の準備 

一人一台端末の活用 

• 特別支援学校では、ipadを配布。Googleアカウントを作成し、Google 

meet、Google classroomを活用している。児童生徒の体調や状況を踏ま

え、授業のスケジュールなどを丁寧に確認。事前に教材を保護者に手渡し、課題を

Google classroomで提出している学校もある。 
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項目 遠隔教育実施のための体制整備の取組 

遠隔教育の準備 

• 特別支援学校では、ICT支援員を配置し、Googleの活用の補助・支援を実施し

ている。 

• 高等学校では、全日制、定時制において Chromebookを配布。自宅又は病室

に端末を置き、教室と生徒の空間を繋いで授業を実施する。 

• オンライン会議システムを活用し同時双方向型の授業を実施、ICTサービス(クラ

ウド)にて課題の共有・提出等を実施する。 

同時双方向型の授業の教材作成 

• 写真等をふんだんに盛り込んだ、視覚的に分かりやすい教材を作成している。 

遠隔教育の実施 

同時双方向型の授業の実施方法 

• オンライン会議システムを活用した通常授業の配信を実施している。 

• 家庭の状況に応じ、必要に応じて県教育委員会よりポケットWi-Fiを貸出してい

る。 

• 島根大学医学部附属病院のがん対策協議会と連携し、がん対策基金を活用し院

内にテレプレゼンスロボット(kubi)を配置している。 

• 特別支援学校の病弱教育において、テレプレゼンスロボット(kubi)を活用。集団

参加が難しい生徒に向け、同じ教室内でついたてを用い、テレプレゼンスロボット

(kubi)を活用して遠隔授業を実施している。 

• 現時点では、実技を伴う各教科・科目については、授業の様子を配信することで、

病気療養児に他の生徒の活動の様子を感じてもらい、他の児童生徒の様子を自

分に置き換え、レポートを作成させる等の対応を行っている。 

• なお、オンデマンド型の授業については、今後も実践研究の蓄積を予定するほ

か、オンデマンド型の授業の教材バンクの活用などを視野に検討している。 

遠隔教育による 

学習の評価 

医療機関等の協力 

• 定期試験の実施方法については、学校と教育委員会とで、生徒の状況等に応じて

個別に相談し、実施可能な範囲で最適な方法にて対応。試験の実施体制等も柔軟

に対応している。 

• 県立高等学校においては、定期試験を病室で受けられる体制を整備している。 

• 島根大学医学部附属病院が先進的な小児医療を実施しており、病気療養児の遠

隔教育にも協力的である。答案の回収など、一部対応については病院スタッフに

協力してもらうものの、人員の制約もあるため、基本的には学校関係者や保護者

にて対応している。 

普及・啓発 

県教育委員会による学校への周知・啓発資料の発行 

・ 毎年度５月に、県教育委員会からすべての県立高校・特別支援学校の教務主任に

対し、教育課程や国の通知等について説明する。遠隔教育に関する質問も多く、

本年度は通知・制度のポイントをまとめた資料を作成・展開した。 
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項目 遠隔教育実施のための体制整備の取組 

復学に向けた支援 

オンライン会議システムを活用した病気療養児との緊密なコミュニケーション 

• 市立小学校の事例においては、教員が病気療養中の児童と、オンライン会議シス

テムを使用して毎日コミュニケーションをとり、学校とのつながりを感じてもらえ

るよう工夫している。これにより、復学後も、順調に友達とのつながりを構築する

ことができ、学習面でもスムーズにキャッチアップすることができた。 

 

まとめ • 特別支援学校での遠隔授業の実施割合が高い要因として、県教育委員会と市町村教育委員

会、また教育委員会関係各課間での緊密な連携体制が構築できていることが挙げられる。 

• 市町村教育委員会からの遠隔授業の実施に係る相談に、県教育委員会が対応しており、ま

た各学校からの問い合わせがあった際に、教育委員会各課間で連携し対応している。 

• 加えて毎年度５月に、県教育委員会からすべての県立高校・特別支援学校の教務主任に対

し、遠隔教育の取組に係る周知・啓発を行っていることもポイントであると考えられる。 

• 遠隔授業の実施においては、県教育委員会による支援を通じ、各特別支援学校で ICT機

器を整備し、また ICT支援員による機器の操作に係る支援を実施することで、円滑な授業

実施に寄与している。 

• また、小児がん連携病院による、がん対策基金を活用したテレプレゼンスロボット(kubi)の

購入や、試験等学習への協力なども、入院中の病気療養児の遠隔教育を進める役割を果た

していた。 
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２）岡山県 

ヒアリング目的 病気療養児の教育保障に関して実施している以下のような県独自の取組の経緯や成果

等について聞き取りを行う。 

• 「特別支援教育エキスパート派遣事業」を通じた相談支援の取組 

• 「長期療養児教育サポート相談窓口」での相談対応 

• 「病気療養児支援ガイドブック」を使用した普及・啓発の取組 

• NPO法人と連携した遠隔教育に係る取組 

ヒアリング対象 岡山県教育委員会特別支援教育課 

 

項目 遠隔教育実施のための体制整備の取組 

支援体制の構築 

「特別支援教育エキスパート派遣事業」の実施 

 発達障害・医療的ケア・病気療養等について専門性の高い教員を、県内各特別支

援学校より複数名、校長からの推薦を受けたうえでエキスパートとして任命し、

エキスパートがすべての県立高等学校を年２回訪問する。また幼稚園・保育所・小

学校・中学校等その他の学校種についても依頼があった場合、エキスパートが随

時訪問し、相談対応を行っている。その取り組みの一環として病気療養児支援に

関する相談を行っている。 

 学校が、特別な支援を必要とする幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じ

た支援ができるよう、個別の状況に合わせた授業の実施環境や実施方法等に関

する助言指導を行う。 

 令和 6年度時点では、エキスパートとして、計 55名の担当者を任命。令和 6年

4～10月の実績としては、計 456件の派遣を実施した。 

専門家チームの派遣による助言・指導 

 専門家チームとして、大学教員・医師・臨床心理士、NPO法人職員、医療的ケア

児支援センター所長等を別途専門家チーム員として委嘱している。（令和 6年度

時点、24名の担当者を任命している） 

 前事業の「専門家指導派遣事業」の際はチーム員として NPO法人職員を派遣

し、復学支援をすることが多かったが、病気療養児に関する遠隔教育については

ここ数年で体制が広がっており、派遣支援よりも「遠隔教育の対象となるか」の

判断に関する相談が主になっている。 

「長期療養児教育サポート相談窓口」での相談対応 

 平成 30年より県教育委員会特別支援教育課に「長期療養児教育サポート相談

窓口」を設置。特別支援教育課職員が、各学校や保護者からの、長期療養が見込

まれる場合の対応等、相談に対応している。令和 5年度の実績としては 24件

の相談を受け付けている。 

 高等学校や高等学校の生徒の保護者からの相談が多い。けがによる長期療養が

見込まれる場合どうすればよいか、起立性調節障害の生徒への対応などの相談

がある。 
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項目 遠隔教育実施のための体制整備の取組 

支援体制の構築 

NPO法人との連携 

 県教育委員会は、県内にて病気療養児の学習・復学の支援、各種相談対応や交

流イベント等を開催するNPO法人との連携体制を構築している。 

 病気療養児の保護者から NPO法人へ相談があった場合は、NPO法人より県

教育委員会特別支援教育課に相談内容の情報共有があり、相談内容に応じて各

学校へ必要な情報共有を行っている。 

 本 NPO法人は、「病気療養児支援ガイドブック」において、入院生徒に対する遠

隔教育の実施方法に関する執筆にも協力している。 

 

遠隔教育の実施 

同時双方向型の授業の実践の蓄積、オンデマンド型の授業の実施 

 一人一台端末が普及しており、学校に対し環境整備が必要な場面はあまりない。 

 各学校においては、オンデマンド型の授業の実施に係るハードルが徐々に下がっ

てきており、動画教材のストックをできている学校なども存在している。 

普及・啓発 

「病気療養児支援ガイドブック」の作成 

 学校関係者や教育関係の支援者を対象とした病気療養児支援のためのガイドブ

ックを作成し、特別支援教育課より県立学校に対して通知している。 

市町村教育委員会、学校等への取組 

 病気療養児支援ガイドブックを市町村教育委員会に送付している。教育・医療・

福祉関係者の参加するフォーラム等で情報共有している。 

 学校長を対象とした研修において、合理的配慮も含め病気療養児支援について

説明している。院内学級の運営に携わる者を対象とした連絡協議会において、特

別支援教育課の取組を説明している。 

 NPO法人が主催する医療関係者を対象とした研修会において、病気療養児に

対する遠隔教育を通じた学習保障の在り方について説明している。 

 

まとめ  岡山県においては、「特別支援教育エキスパート派遣事業」を通じ、幅広い学校種の求

めに応じ、遠隔教育に関する対応の助言等専門的な知見のある人材による相談・支援

の体制が構築できている。 

 病気療養児支援に係る相談窓口として県教育委員会に「長期療養児教育サポート相

談窓口」を設置し、保護者や各学校等に明示することにより、相談しやすい環境を整

えている。 

 保護者からの相談や病気療養児の遠隔教育に関する普及・啓発など、NPO法人の活

動と連携した取り組みも含めて、病気療養児に対する支援体制の整備を進めている。 

 このような取組を通じ、各学校が自立して遠隔教育を実施できる体制の整備が進め

られている。 
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３）熊本県 

ヒアリング目的 小・中学校や高等学校において、同時双方向型の授業の実施割合が高く、遠隔教育の

実施に向けた関係機関との連携も進んでいることから、具体的な取組状況を伺い、

遠隔教育の普及につながったポイントを確認する。 

ヒアリング対象 熊本県教育委員会事務局学校教育室特別支援教育課、熊本県立黒石原特別支援学

校 

事前調書における

情報 

遠隔授業（同時双方向型の授業、オンデマンド型の授業）を実施している学校種別ご

との学校数 

 病弱特別支援学校：１校（A校：小学部２人、高等部１人） 

 肢体不自由特別支援学校：２校（B校：小学部１人、C校：小学部２人） 

遠隔授業にて取り扱う各教科・科目等 

 高等部：国語、数学、理科、社会、家庭、情報、保健、音楽、自立、総合的な探究の時

間、LHR 

 小学部:国語、算数、理科、社会、音楽、特別の教科道徳、総合的な学習の時間、居住

地校交流、儀式的行事 

 

項目 遠隔教育実施のための体制整備の取組 

支援体制の構築 

教育委員会関係課間における連携、市町村教育委員会への支援 

 県教育委員会特別支援教育課は、遠隔教育に係る事例集や文部科学省の通知の

内容について、随時高校教育課・義務教育課へ連携し、各課より学校へ情報発信

を行う。 

 各学校より遠隔教育に係る相談が発生した場合には、まずは関係各課にて対応

を行い、不明点等があれば特別支援教育課へ連携し、対応している。 

 特別支援教育課は、市町村からの直接の問い合わせにも対応している。 

 院内教育は熊本市教育委員会が所管している。県特別支援学校から入院する児

童生徒もいるため、市と県の教育委員会、熊本大学病院で連携・情報共有を図っ

ている。 

県特別支援学校と熊本県北部発達障がい者支援センターとの連携 

 熊本県北部発達障がい者支援センターの担当者は、年に 2回各特別支援学校を

訪問し、ケース会議へ参加したり、授業参観を行う。このような機会を通じ、関係

者間で遠隔授業の具体的な活用方法や教育的効果についての共通理解を図って

いる。 
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項目 遠隔教育実施のための体制整備の取組 

遠隔教育の実施 

●A特別支援学校での遠隔教育の実際 

各種 ICTツールを活用した遠隔授業の実施 

 敷地内の再春医療センターからの通学生と自宅からの通学生がおり、同時双方向

型の授業を実施しているのは４～５名。体力的な問題があったり、体調の優れな

い児童生徒に対し同時双方向型の授業を実施。タブレットにてオンライン会議シス

テムを用い授業を行っている。 

 具体的な実施方法としては、教室に設置した PCにて教員の姿を配信。また配信

には学校の電子黒板を接続し、教員の音声を拾うためマイクを設置。教科書の内

容をオンラインホワイトボードへ投影し、その教科書に教師側が書き込む様子を配

信。また教材については、クラウド上でやり取りを行う。 

児童生徒の状況に応じた時間割の調整 

 特別支援学校にて同時双方向型の授業を実施する際には、対象児童生徒の体調

や学習状況等を加味し、週次で時間割を検討。また各学部の授業が定期通院日と

重ならないよう、個別に調整を行う。 

実技を伴う各教科・科目等への対応、学校行事における ICTの活用 

 理科の実験など、実技を伴う各教科・科目等については、基本的に登校時に実施

する方針としているが、欠席が重なっている場合などには、実験の様子の録画

や、写真を共有する。 

 また始業式・終業式等の行事についてリアルタイムで配信することや、学校行事の

様子を録画し病気療養児へ共有もしくは登校時視聴させる場合もある。 

既存のオンデマンド型授業教材の活用 

 理科の授業について、一般公開される既存のオンデマンド型授業の教材を利用。

該当の講義の URLを、対象児童生徒へ送り、視聴させている。 

タブレットを活用したオンラインでの考査、学習評価の実施 

 特別支援学校の事例においては、タブレットを活用し電子的に考査を実施してい

る。直接指書きで文字を入力できるほか、丸を付けたり、選択肢を選ぶ。文章の

入力が必要な場合は、負担が大きいため教師が聞き取り代筆する。 

 算数の作図等に関しては、作図の際の手順を伝えてもらいそれを教師が代筆して

作図できるかという評価を実施している。作図の知識に加え実際に作図ができる

かどうかという機能面の評価をいかに行うかという点については検討が必要で

ある。 

●特別支援学校以外の学校の遠隔教育 

 県立の高等学校に対しては、県教育委員会よりタブレット端末を貸与している。 

 高等学校において、試験や考査は登校して実施しており、遠隔で実施している事

例はない。 
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項目 遠隔教育実施のための体制整備の取組 

復学に向けた支援 

前籍校への体験通学の実施 

 小・中学校、高等学校から転学し特別支援学校に在籍している児童生徒の復学支

援としては、前籍校に戻る前に 1週間程度体験通学を行う。その際は、前籍校か

ら、本人・保護者の記録や本人の様子をフィードバックしてもらい、特別支援学校

としても状況の把握を行う。 

 

まとめ  熊本県においては、県教育委員会特別支援教育課と高校教育課・義務教育課とが連

携したうえで、遠隔教育に関する各学校への情報発信、普及・啓発が行われている。 

 教育委員会による普及・啓発や相談対応等の取組が充実している他、特別支援学校

においては、発達障がい者支援センターの担当者が各特別支援学校を定期に訪問

し、授業の様子を見学したり、ケース会議へ参加し、遠隔授業の具体的な活用方法等

について情報共有や助言等を行うことにより、遠隔教育に関する取組の推進が図ら

れている。 

 小・中学校、高等学校から転学し特別支援学校に在籍している児童生徒について、前

籍校に戻る前の体験通学を実施し前籍校と連携した復学支援を行っている。 

 このような体制のもと、遠隔教育の実施に向けては、県教育委員会にて ICT機器や

ネットワーク環境の整備の支援を実施しており、また各学校では、児童・生徒の病状に

配慮しながら、時間割を柔軟に組み立てたうえで、多様な ICT機器を活用した遠隔

授業がなされており、実施事例の蓄積につながっていると考えられる。 
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４）岩手県 

ヒアリング目的 遠隔教育の実施における課題として、実施環境や実施体制の整備・授業に対する評

価等様々な観点から回答があり、教育委員会や学校の抱える課題について聴取す

る。 

ヒアリング対象 岩手県教育委員会事務局学校教育室特別支援教育課 

事前調書における

情報 

遠隔授業にて取り扱う各教科・科目等 

・小学校：朝の会や短学活、国語・算数・社会・理科 

・中学校：数学・理科 

・高等学校：特に限定しない 

・特別支援学校：特に限定せず、日常生活の指導・生活単元学習・自立活動を含めて

実施 

 

項目 遠隔教育実施のための体制整備の取組 

支援体制の構築 

教育委員会関係各課間の連携、市町村教育委員会への支援 

 本ヒアリング調査のため、各小中学校・高等学校、特別支援学校における遠隔教

育の取組状況について調査を依頼した。その結果、遠隔授業を行っている学校

については、オンデマンド型の授業より同時双方向型の授業を実施している学

校が多いことがわかった。 

 病気療養児への遠隔教育の取組に関し、学校教育室特別支援教育課と庁内のそ

の他の関係課との間で日常的な連携はなかったが、今回のヒアリングや調査結

果を踏まえ、連携を進めていく必要があると感じている。 

 医療機関と連携する場合は、県の保健福祉部等と連携を取りながら調整を進め

ることが考えられる。 

 県教育委員会においては、各学校からの遠隔教育の実施に係る相談対応に特化

した窓口等は設置していないが、小・中学校からの相談については市町村教育委

員会にて対応、高等学校や特別支援学校からの相談については学校教育室特別

支援教育課にて対応している。 

 今後は、各学校からの相談内容について、関係各課間で事例の情報共有・蓄積を

行うことや、必要に応じ相談窓口の設置についての検討等が課題となると考え

られる。 

遠隔教育の準備・実施 

一人一台端末の活用 

 県の高等学校においては、入学時に端末を購入もしくは貸与している。小・中学

校については、一部市町村にて端末やモバイルルーターの貸出を実施し、遠隔教

育に活用している。 

 ICT環境について、一部の市町村では貸与端末について常時 LTE接続できる

環境を整えている。 
 

項目 遠隔教育実施のための体制整備の取組 
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遠隔教育の準備・実施 

オンライン会議システムや ICTツールを使用した同時双方向型の授業の実施 

• オンライン会議システム(teams)を活用した同時双方向型の授業や、ロイロノー

トにて、課題のやり取りや児童生徒とのコミュニケーションを行っている。 

• ロイロノートを活用し、欠席児童への授業内容の共有や、学習に係る困りごとの

相談、課題の内容がわからない場合の質問などに対応している。 

遠隔教育による 

学習の評価 

遠隔教育による学習の評価 

• 遠隔授業を実施しているケースにおいては、学校内の内規に基づき履修及び単

位認定を行うケースや、特別審議・校長決裁を通じ学習評価を行っているケース

が存在する。 

• 学校によっては、教務内規の改定を検討している事例もある。 

普及・啓発 

市町村教育委員会や市町村の小・中学校、医療機関への普及・啓発 

• 市町村教育委員会・小中学校への支援・普及啓発については、病気療養児の観点

で県から実施しているものはない。 

• 市町村の指導主事等に対し、特別支援教育に係る研修を実施しているため、この

ような機会にて今回の調査結果の共有など、遠隔教育に係る内容を取り上げる

ことを検討している。 

• 医療機関に対し、県からは普及啓発をしていない。 

復学に向けた支援 

医療関係者・保護者・前籍校等と連携した復学支援 

• 病気療養児に対して、前籍校への復学に向けどのような配慮が必要か、丁寧に

聞き取り、保護者・医療従事者等と情報交換しながら進めている学校もある。 

• 復学支援の事例としては、退院前に関係者間でケース会議・相談会を実施し、児

童生徒の状態や配慮事項について協議しているケースや、前籍校と、治療中に転

籍した学校との間で、児童生徒の様子や学習内容について情報交換を行ってい

る事例がある。 

 

まとめ  各学校種別における遠隔教育の取組の浸透に向けては、まずは県教育委員会事務局

学校教育室特別支援教育課と関係各課、また医療機関等の関係機関との連携体制を

構築すること、加えて県教育委員会から市町村教育委員会・各学校へ、既存の研修機

会等を活用し遠隔教育に係る周知・啓発を実施すること、各学校からの相談に対応

できる体制の整備を行うこと等、教育委員会が主体となり、取組を広げていくことが

重要であると考えられた。 

 県内の病気療養児に対する遠隔教育の取組を進めるためには、市町村も含め県内の

病気療養児の実態や支援の状況等を着実に把握することが重要であると考えられ

る。 
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３．まとめ 

疾病や障害のため入院や在宅療養が必要となる児童生徒に対し教育の機会を保

障するためには、全国の各自治体において病気療養児に対する遠隔教育を実施す

るための体制整備を進めておく必要がある。体制整備に当たっては、ヒアリング

調査結果より示唆された以下の取組のポイントを参考に、各自治体において体制

整備を進めていく。 

 

◼ 各自治体に在籍する病気療養児の実態や支援の状況等を着実に把握する。 

今後病気療養児に対する遠隔教育を実施するための体制整備を進める教育委員

会においては、自治体内の各学校種ごとの病気療養児の数、遠隔教育の実施状況等、

実態調査を行うことにより、現状を把握し必要な支援を検討する。 

 

◼ 都道府県教育委員会と市町村教育委員会、自治体内関係各課間での連携体制、

教育委員会と医療機関等の関係機関との連携体制を構築する。 

都道府県教育委員会は、市町村教育委員会や、都道府県内の各学校からの相談事

例等に適切に対応するためにも、市町村教育委員会、自治体内の義務教育や高等学

校、医療担当部局等との連携体制を構築していく必要がある。教育委員会は、医療

機関とも必要に応じ連携し、入院中の学習保障に向けて情報共有を行う。 

 

◼ 学校の ICT機器の整備、ICT活用に向け支援を行う。 

教育委員会は、都道府県内の特別支援学校に対する ICT機器の整備や、各学校に

おいて遠隔教育による学習保障が必要となった場合に、迅速に対応できるよう、ICT

の活用に向けた支援を行う。 

 

◼ 学校や保護者等の関係者に対し、遠隔教育の実施に係る教育委員会の相談窓口

を明示する。 

病気療養児の遠隔教育に関する行政の相談窓口を明示することにより、保護者等

が相談しやすくなるほか、学校の教職員も教育委員会担当者とコンタクトをとるこ

とができ迅速な遠隔授業の実施につながる。 

 

◼ 学校関係者に対する普及・啓発を行う。 

教育委員会は、学校関係者に対する遠隔教育の実施に係る普及・啓発を行い、教

育委員会との円滑な連携及び支援開始につなげる。 
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Ⅳ まとめ・病気療養児の教育機会の保障 

１．支援体制の構築 

本調査研究事業を通して把握された取組の現状を踏まえ、各自治体における病

気療養児の教育機会の保障に関する取組の方向性について、遠隔教育実施のプロ

セス（支援体制の構築、遠隔教育の準備、実施、評価、復学に向けた支援）に沿

って整理した。 

（１）共通理解の醸成(理解啓発・普及啓発) 

≪現状を踏まえた考察≫ 

各学校で、病気療養児に対する遠隔教育による学習保障のニーズが生じた場合に、

迅速に学校・保護者が教育委員会と連携し、支援開始につなげるため、各自治体で

は日頃から教育委員会が主体となり、学校関係者や医療機関関係者、保護者等に対

して、遠隔教育による学習保障の制度に関する普及・啓発の取組が行われていた。 

遠隔教育による学習保障の制度に関する共通理解の醸成に向けては、都道府県教

育委員会が、病気療養児に対する遠隔教育に関するリーフレットや制度の資料等を

作成し、所管する学校の校長や教務主任、養護教諭、特別支援教育コーディネータ

ー等、遠隔教育の実施に関わる関係者が集まる研修等の機会に配布し説明すること

や、市町村教育委員会に対し、同様の制度等の説明会を開催する、保護者へリーフ

レット等を配布するなどの取組が考えられる。さらに教育委員会は、医療機関等の

関係者に対し、遠隔教育への理解を促すリーフレット等の資料を作成・配布し、医

療機関内で講演会や説明会を行うなどの取組が考えられる。これらの取組を通し、

病気療養児の教育保障を進めるとともに、遠隔教育が必要となった場合速やかに実

施できる体制を整備することがポイントとなると考えられた。 

≪まとめ≫ 

◼ 遠隔教育による学習保障の制度に関する共通理解の醸成に向けて、都道府県

教育委員会は、病気療養児に対する遠隔教育に関するリーフレットや制度の

資料等を作成し、所管する学校の校長や教務主任、養護教諭、特別支援教育

コーディネーター等、遠隔教育の実施に関わる関係者が集まる研修等の機会

に配布し説明するほか、保護者へもリーフレット等の配布を行うことが考え

られる。 

◼ 教育委員会は、医療機関等の関係者に対し、遠隔教育への理解を促すリーフ

レット等の資料を作成・配布し、医療機関内で講演会や説明会を行う。また

市町村教育委員会に対し、遠隔教育による学習保障の制度に関する説明会を

開催することが考えられる。 
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（２）教育委員会における関係機関との連携体制 

≪現状を踏まえた考察≫ 

遠隔教育の体制整備を行うに当たっては、教育委員会毎に病気療養児の実態を

把握しておく必要がある。具体的には、各学校において病気療養児数、遠隔教育

の実施状況、地域の医療機関の数等について実態調査を行うことにより現状を把

握し、支援の必要性等について検討する必要がある。 

学校種や公立・私立等、所属する学校に関わらず、病気療養児に対し遠隔教育

における教育保障を行うためには、都道府県教育委員会内の特別支援教育主管

課、義務教育主管課、高等学校主管課、私立学校主管課、医療部局等と連携し、

支援体制を構築する必要がある。 

小・中学校の病気療養児支援においては、都道府県教育委員会は、市町村教育

委員会と連携していく必要がある。市町村教育員会においては、管内の小・中学

校における病気療養児の状況を把握し、ICT機器や通信環境の整備を進めるととも

に必要に応じて都道府県教育委員会と連携できるような体制を整えておく必要が

ある。また、小・中学校における校内規定の整備に向けては、市町村教育委員会

が主体となり取組を進める必要がある。 

これらの連携体制の構築に当たっては、例えば、学校や保護者からの個別の相

談事例を通して、日頃から連携を深めていくことが考えられる。 

義務教育段階や高等学校段階など病気療養児の遠隔教育の制度に関する相談窓

口が自治体の中でそれぞれ異なり保護者等が相談しにくいとの意見もある。都道

府県教育委員会は、学校や保護者、市町村教育委員会、医療機関等に対し、遠隔

教育を含む病気療養児の学習支援に関する相談が可能な行政の相談窓口や病弱特

別支援学校を各教育委員会において明示しておくことにより、保護者等が相談し

やすくなるほか、学校の教職員も教育委員会担当者とコンタクトをとることがで

き、迅速な支援につながる。 

≪まとめ≫ 

◼ 遠隔教育の体制整備を行うにあたっては、まずは教育委員会毎に、各学校に

在籍する病気療養児数、遠隔教育の実施状況、地域の医療機関の数等の実態

を把握する。 

◼ 都道府県教育委員会の関係各課が連携し、支援体制を構築するほか、小・中

学校の病気療養児支援に向けては、都道府県教育委員会と市町村教育委員会

とが連携したうえで、小・中学校における校内規定の整備等に向けては、市

町村が主体となり取組を進める。 

◼ 都道府県教育委員会は、学校や保護者、市町村教育委員会、医療機関等に対

し、遠隔教育を含む病気療養児の学習支援に関する相談が可能な行政の相談
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窓口や病弱特別支援学校を明示しておくことで、学校や保護者との円滑な連

携を行う。 

 

２．病気療養中等の児童生徒に対する遠隔教育の準備 

（１）遠隔授業の実施体制づくり 

≪現状を踏まえた考察≫ 

入院中の児童生徒に対する遠隔教育の実施に向けては、学校・教育委員会は医療

機関と連携し、支援体制を整備する必要がある。教育委員会は、病気療養児の入院

時から、医療機関や学校等の関係者からなる会議体を設置・運営し、個別の児童生

徒に対する支援方針の検討や各種連絡・調整を行うことが考えられる。その他、医

療機関が行う関係者を集めたカンファレンス等に学校関係者が参加することも考

えられる。学校と医療機関との連絡調整においては、特別支援教育コーディネータ

ーの活用あるいは医教連携コーディネーターを適宜配置し、情報共有を行うことが

考えられる。 

また遠隔教育を実施する際には、教育委員会や学校が主体となり、必要に応じて

病気療養児への ICT 機器や Wi-Fi の貸し出しを行うことで、ICT 機器やネットワー

ク環境を整備する。 

遠隔教育の実施に向けては、公立・私立いずれにおいても、まずは遠隔授業の具

体的な実施方法の検討や、出席・単位認定、学習評価の方法に関する校内規定につ

いて校内で検討できる体制を構築し整備しておく必要がある。小・中学校および高

等学校、特別支援学校等においては、出席認定、成績、内申、単位認定の校内規定

の不断の見直しが重要である。校内規定について組織的かつ計画的に実施・評価・

改善を行うカリキュラム・マネジメントの視点を取り入れることで、各学校の教育

活動の質の向上を図ることが求められる。 

また、各学校では、ICT に知見のある教職員や遠隔教育の実施経験のある教職員

を中心として、校内でチームを編成したり、校内で ICT機器の操作に関する研修会

等を開催したりすることで、学内の支援体制を整備することが考えられる。 

 

≪まとめ≫ 

◼ 学校・教育委員会は、会議体の設置や医教連携コーディネーター等を通じた

連絡調整により医療機関と連携し、支援体制を整備する。 

◼ 教育委員会や学校が主体となり、必要に応じて病気療養児への ICT 機器や Wi-

Fiの貸し出しを行うことで、ICT機器やネットワーク環境等を整備する。 
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◼ 公立・私立いずれにおいても、まずは遠隔授業の具体的な実施方法の検討や、

出席・単位認定、学習評価の方法に関する校内規定について校内で検討でき

る体制を構築し整備しておく。 

◼ 各学校では、ICT に知見のある教職員や遠隔教育の実施経験のある教職員を

中心として、校内でチームを編成したり、校内で ICT 機器の操作に関する研

修会等を開催したりすることで、学校内の支援体制を整備する。 

 

（２）児童生徒の状況に応じた実施形態の選択 

≪現状を踏まえた考察≫ 

病気療養中の児童生徒に対する遠隔教育においては、同時双方向型を原則とし

つつ、当該児童生徒の病状や治療の状況等から、配信側の授業時間に合わせて同

時双方向型で実施することが難しいと学校において判断した場合に限り、オンデ

マンド型で実施することが可能となっている。（P.56（参考）※４※５参照） 

学校は、児童生徒の病状の変化や状況に応じて、同時双方向型の授業もしくは

オンデマンド型の授業のいずれかを選択する必要がある。教職員は、治療のスケ

ジュールや病状等、保護者や児童生徒、医療機関とこまめに連絡をとり確認す

る。 

医療機関との連絡においては、特別支援教育コーディネーターや医教連携コー

ディネーターを配置している場合にはそれらを活用し、配信方法などの調整をす

ることが考えられる。その際、特別支援学校の教職員とも連携しながら、医療機

関の相談支援部門の相談員等を通して連絡・調整することも考えられる。 

≪まとめ≫ 

◼ 学校は、病気療養児の病状や治療の状況について、保護者や児童生徒、医療

機関とこまめに連絡を取り、病気療養児の病状や治療の状況等から、配信側

の授業時間に合わせて同時双方向型の授業を実施することが難しいと学校に

おいて判断した場合に限り、オンデマンド型の授業の実施を検討する。 
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（３）オンデマンド型の授業の教材 

≪現状を踏まえた考察≫ 

オンデマンド型の授業の教材作成の方法としては、以下の３つが考えられる。 

① 通常授業の録画：通常授業を録画し配信する。 

② 教材の作成：オンデマンド型の授業の専用教材を個別に作成する。 

③ 既存の教材の活用：無料で公開されているテレビ番組等を活用する。 

児童生徒の病状や学習内容・学習目標、教育効果に影響のない範囲で、取り組み

やすく効果的・効率的な方法を選択することが考えらえれる。児童生徒の病状や体

力的な負担に配慮し、10分、20分など、学習内容の内、おさえるべき基本的・基礎

的な内容をまとめた短めの動画を作成するなどの工夫も考えられる。また無料で公

開されている既存の教材を用いることで、教職員の負担を軽減し、効率的な実施が

可能となる。 

 

≪まとめ≫ 

◼ オンデマンド型の授業の教材については、学習内容・学習目標、教育効果に

影響のない範囲で、通常授業の録画、教材の作成、既存の教材の活用のうち

いずれかの作成方法を選択する。 
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（４）遠隔教育で行う各教科・科目等の整理 

≪現状を踏まえた考察≫ 

オンデマンド型で実施する各教科・科目等については、特に制限は設けられてい

ないが、「グループ活動や演習等、教師と生徒、生徒間の相互のやりとりが中心とな

る教育活動については、オンデマンド型の授業によらないこと」とされている。

（P.56（参考）※４※５参照） 

オンデマンド型の授業は各教科・科目等を限定しないという考え方のほか、指導

内容に応じて各教科・科目等を限定するという考え方もある。また各教科・科目等

の授業以外にも、学校行事やホームルーム活動について配信等を実施することで、

友人や学校とのつながりを保ち、児童生徒の安心感を醸成することや、学習・治療

へのモチベーション向上に寄与すると考えられる。実験・実習等のある各教科・科

目等については、遠隔教育にて座学部分を切り出して取り扱う、実験映像を切り出

し解説を加え教材とする、医療機関への持ち込みが可能な場合は器具などの貸し出

し、操作等を実演するなどの工夫も考えられる。また、登校可能な日や復学後に対

面指導により不足する学習内容を補完するなど、指導方法を組み合わせて実施する

ことも考えられる。 

 

≪まとめ≫ 

◼ オンデマンド型の授業は各教科・科目等を限定しないという考え方のほか、

指導内容に応じて各教科・科目等を限定するという考え方もある。 

◼ 学校行事やホームルーム活動について配信等を実施することで、友人や学校

とのつながりを保ち、児童生徒の安心感を醸成することや、学習・治療への

モチベーション向上に寄与すると考えられる。 

◼ 実験・実習等のある各教科・科目等については、遠隔授業にて座学部分を切

り出して取り扱い、それ以外の部分を復学後や登校可能な日に対面指導によ

り補完する、実技を伴う部分については個別に映像教材を用意するなど、指

導方法を組み合わせて実施することも考えられる。 
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３．病気療養中等の児童生徒に対する遠隔教育の実施 

（１）遠隔教育の実施場所における環境整備 

≪現状を踏まえた考察≫ 

遠隔教育の実施場所については、入院中の病室、一時退院時や療養中の自宅等が

考えられる。入院中の病室で遠隔授業を受講する場合には、あらかじめ入院先の医

療機関の病室をはじめ院内全体の通信環境を確認しておく必要がある。必要に応じ

て、学校や教育委員会は Wi-Fiルーター等を貸し出すなど、保護者や医療機関と連

携して環境を整備する。また、医療機関によっては、Wi-Fi ルーターの持ち込みな

ど、制限がある場合があることに留意する。学校や教育委員会は医療機関と連携し、

遠隔授業や定期試験を病室で受けられる体制の整備を行う必要がある。病棟・病室

で定期試験を行う場合は、答案の回収など、一部の事務的対応について医療機関関

係者の協力を得られるよう調整することも考えられる。 

 

≪まとめ≫ 

◼ 入院中の病室で遠隔教育を受講する場合、学校や教育委員会はあらかじめ医

療機関と連携し、必要に応じ Wi-Fi ルーター等を貸し出すなど通信環境を整

備する。 

◼ 学校や教育委員会は医療機関と連携し、遠隔教育や定期試験を病室で受けら

れる体制整備を行う。 
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（２） 遠隔授業を実施するために必要な ICT 機器・通信機器 

≪現状を踏まえた考察≫ 

同時双方向型の授業においては、配信側の教室へ三脚などでテレプレゼンスロボ

ット(kubi等)やタブレット等を設置し、Web会議システムを使用して授業の配信を

行い、受信側の児童生徒は、タブレット等で授業を受けることが考えられる。配信

側では必要に応じピンマイクを用いることで、教員や児童生徒の音声を明瞭に収録

することが可能となる。 

オンデマンド型の授業においては、授業の様子を PCやタブレット、ビデオカメラ

等で録画し、動画共有プラットフォームやオンラインのファイル共有システム等を

活用して教材を病気療養児へ共有する。受信側の児童生徒はタブレットやポータブ

ルプレーヤー等で教材を視聴する。実技・実習等の授業においては、教員もしくは

児童生徒がウェアラブルカメラを着用し手元の様子を録画し、教材とすることで、

実際に授業に参加することに近い環境を作りだし、学習効果を高めるなどの工夫も

考えられる。 

 

≪まとめ≫ 

◼ 同時双方向型の授業では、配信用のタブレット等を教室に設置し、Web 会議

システムを活用して授業の様子を配信する。受信側ではタブレット等で授業

の様子を視聴する。必要に応じてテレプレゼンスロボット(kubi等)の活用を

検討する。 

◼ オンデマンド型の授業では、PCやタブレット等で授業の様子を録画し、動画

共有プラットフォームやオンラインのファイル共有システム等で教材を共有

する。児童生徒はタブレットやポータブルプレーヤー等で教材を視聴する。 
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（３）遠隔教育の実施方法、工夫 

≪現状を踏まえた考察≫ 

○ 遠隔教育の実施方法・工夫 

同時双方向型の授業を行う際には、配信側・受信側の双方でコミュニケーション

をとることができる方法で実施することが重要であるため、テレプレゼンスロボッ

ト(kubi等)を効果的に活用することも考えられる。授業中にも、教職員がこまめに

受信側の児童生徒に声掛けを行い、受講状況や理解度を確認することが考えられる。

また受信側の児童生徒の視聴環境に細やかに配慮し、必要に応じてサポートを行う

必要がある。受信側の端末で、板書等が明確に見えているか、音声に聞き取りづら

さがないかを確認し、適宜字の大きさやカメラの角度、配信機材の設置場所等を変

更する必要がある。特に初めて病院で遠隔教育を受講する場合などは、可能な範囲

で医教連携コーディネーターや保護者等が同席し、視聴のサポートを行うことも考

えられる。病気療養児の状況把握や病気療養児の安心感に繋げるための取組として、

授業後に、病気療養児と、教職員・クラスメイトとがオンラインでの交流を行うと

いった工夫も考えられる。 

学校は、治療中の姿を見られたくないという思いを持つ児童生徒には、カメラオ

フで授業への参加を認めるなどの配慮を行うことが考えられる。 

オンデマンド型の授業配信であっても、児童生徒の病状や体力的な負担感に伴い、

長時間での連続した視聴が難しい場合もあるため、柔軟に対応できる授業計画とす

ることが考えられる。 

同時双方向型の授業・オンデマンド型の授業を実施するにあたっては、動画に映

る一般の児童生徒のプライバシーについても配慮が必要である。必要に応じ、画面

には黒板等のみを映し、児童生徒を映さないようにするなどの対応が必要となる。 

 

○ 対面による指導、支援 

オンデマンド型の授業を行うに当たっては、義務教育段階では「教師が定期的に

病気療養児を訪問することにより、その学習や生活の状況を把握し、適切な指導や

支援を行うことが望ましい」こと（P.56（参考）※４参照）、高等学校段階において

は「教職員が生徒の状況に応じて家庭や病院へ訪問を行うこと等を通じて、その生

活や学習の状況を把握し、生徒本人やその保護者が必要としている支援を行うこと

が望ましい」こととされている（P.56（参考）※５参照）。 

教員は医療機関や自宅への訪問において学習状況を把握し、登校日に学習内容を

集中的に対面指導で補完するなど必要な支援を行うことが考えられる。 

また、対面授業の実施時に、児童生徒に遠隔授業の感想を聞く、授業内容に関す

る質問をする、問題を解いてもらうなど、教員は学習内容の理解度を確認すること
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が考えられる。 

なお、高等学校の病気療養児においては、対面により行う授業を各教科・科目ご

とに年間２単位以上実施する必要があるが、「病気療養中等の生徒であって、当該生

徒の病状や治療の状況、医師等の意見等を踏まえ、対面により行う授業を複数回行

うことが難しいと高等学校等の校長が認める場合」において、年間１単位とするこ

とも認められることとなっている（P.56（参考）※１参照）。 

 

≪まとめ≫ 

◼ 同時双方向型の授業を行う際には、教員はこまめに受信側の児童生徒に声掛

けを行い視聴状況や理解度を確認し、必要に応じサポートを行うことが考え

られる。また、配信側・受信側の双方向のコミュニケーションを活発化させ

るために、テレプレゼンスロボット(kubi等)を活用することも考えられる。 

◼ 病気療養児の状況把握や病気療養児の安心感を醸成するための工夫として、

授業後に、病気療養児と教員・クラスメイトとがオンラインで交流するとい

った工夫も考えられる。 

◼ 病気療養児の希望に応じ、カメラオフでの受講を認めるなど配慮を行う。 

◼ 遠隔教育を実施する際は、動画に映る一般の児童生徒のプライバシーについ

ても配慮する。 

◼ 教員は医療機関や自宅への訪問において学習状況を把握し、登校日に学習内

容を集中的に対面指導で補完するなど必要な支援を行うことが考えられる。 

◼ 対面授業の実施時に、児童生徒に遠隔授業の感想を聞く、授業内容に関する

質問をする、問題を解いてもらうなど、教員は学習内容の理解度を確認する

ことが考えられる。 
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４．病気療養中等の児童生徒に対する遠隔教育による学習の評価 

（１）視聴・出席確認の方法 

≪現状を踏まえた考察≫ 

同時双方向型の授業を実施する際には、教員が病気療養児の Web会議への接続状

況を確認し、また授業中も定期的にオンラインのチャット機能や声掛けにより参加

状況、理解状況を確認することが考えられる。 

オンデマンド型の授業を実施する際には、動画共有プラットフォーム上の視聴回

数や、オンラインのファイル共有システム上の閲覧回数で、視聴状況を確認するほ

か、動画視聴後に振り返りや課題を提出させたり、教員との面談で理解状況を確認

することが考えられる。 

同時双方向型の授業、オンデマンド型の授業いずれにおいても、受講後、授業の

振り返りを提出させたり、試験を実施したりすることで、出席を確認する方法もあ

る。 

 

≪まとめ≫ 

◼ 同時双方向型の授業では、Web会議への接続状況や、教員からのチャット・声

掛けにより視聴・出席を確認する。 

◼ オンデマンド型の授業では、教材の視聴・閲覧回数や、動画視聴後の振り返

りや課題の提出、教員との面談の実施により、視聴状況を確認する。 

◼ 同時双方向型の授業、オンデマンド型の授業いずれにおいても、授業後の振

り返りの提出や試験の実施により、視聴・出席を確認する方法もある。 
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（２） 学習評価の方法 

≪現状を踏まえた考察≫ 

令和４年度病気療養児に関する実態調査結果（令和５年１０月）においては、遠

隔教育を実施していない理由及び実施した場合における出席扱いや単位認定して

いないことの理由として、学校の規定等が整備されていないことが要因の１つであ

った。（P.56（参考）※３参照） 

オンデマンド型の授業実施に当たっての学習評価については、「定期的な訪問や

オンラインでの面接、メールでのやり取り等を通して、動画の視聴及び学習状況を

可能な限り把握するとともに、課題提出等、工夫して行うこと」とされている。（P.56

（参考）※４※５参照） 

遠隔授業の学習評価にあたっては、あらかじめ整備した校内規定に基づき、遠隔

教育で実施した授業について評価することが基本となる。 

学習評価の方法として、課題提出、レポート作成、口頭試問、試験の実施などが

考えられる。提出物については、担任が病気療養児を訪問する際に受け渡しを行う

ほか、ICTサービスを活用し電子的にやり取りすることも考えられる。 

試験の実施については、必要に応じ入院中の病室で定期考査を受けられるよう手

配する必要がある。病室で試験を受ける場合は、試験に集中できる環境の整備や、

他の児童生徒の公平性の担保について考慮が必要である。試験については、ICT サ

ービスを活用し、電子的に実施することも考えられる。 

 

≪まとめ≫ 

◼ 遠隔授業の学習評価にあたっては、あらかじめ整備した校内規定に基づき、

遠隔教育で実施した授業について評価することが基本となる。 

◼ 学習評価の方法として、課題提出、レポート作成、口頭試問、試験の実施な

どを検討する。 

◼ 試験については、医療機関と連携し、病室で受講できる体制を整備したり、

ICTサービスを活用し電子的に実施することなどが考えられる。 
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(参考) 

高等学校における病気療養児の進級等の状況については、「進級・卒業」が 69%で

あった（P.56（参考）※３参照）。 

各学年の課程の修了の認定に当たっては、例えば、特定の学年における未修得単

位が一定範囲内であれば、後日、補充指導や追試験によって未修得の各教科・科

目を修得することを条件として、次の学年に進級させるという形で学年の課程の

修了の認定について弾力化を図ったり、卒業までに修得すべき単位数を修業年限

内に修得する見込みがある場合には、条件を付することなく進級を認めたりする

ことなどが考えられることから、病気療養児の在籍校は、教育委員会等と連携し、

療養等により授業を受けられない病気療養児に対しては、このような対応も視野

に必要な配慮を行っていただきたい。（P.56（参考）※２参照） 
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５．復学に向けた支援 

（１）医療機関との連携 

≪現状を踏まえた考察≫ 

復学支援については、入院時から学校と医療機関、教育委員会、特別支援教育コ

ーディネーターや医教連携コーディネーター、保護者等が連携し、退院後の復学を

見据えた支援を顔の見える関係において検討していくことが重要である。 

復学支援において、学校は医療機関の相談窓口を通して治療スケジュールも踏ま

えた情報を共有したり、病棟等と連絡をとったりすることも考えられる。 

入院時に学校、医療機関、保護者等で医療機関を主体とした支援会議を実施する

ことにより、関係者の復学に向けた共通認識を図ることができる。 

学校は、復学に向けて医療機関関係者や保護者に、復学に向けて配慮が必要な事

項について聞き取り、情報交換を行うことも考えられる。 

教育委員会は学校等に特別支援教育コーディネーターや医教連携コーディネー

ターを配置し、入院時から復学前後の期間において、学校、医療機関、保護者、児

童生徒本人等の関係者間での連絡調整を実施することも考えられる。 

 

≪まとめ≫ 

◼ 病気療養児の入院時から、学校と医療機関、教育委員会、特別支援教育コー

ディネーターや医教連携コーディネーター、保護者等が連携し、退院後の復

学を見据えた支援を顔の見える関係において検討していく。 

◼ 復学支援において、学校は、医療機関と連携し治療スケジュール等も含めた

情報共有を行うことが考えられる。 

◼ 入院時に、学校、医療機関、保護者等の参加する支援会議を開催し、関係者

の復学支援に向けた共通認識を構築したり、学校が医療機関関係者や保護者

に、復学に向けて配慮が必要な事項を聞き取ったりすることが考えらえる。 

◼ 教育委員会は学校等に特別支援教育コーディネーターや医教連携コーディネ

ーターを配置し、復学前後の期間にコーディネーターを介し関係者間での連

絡調整を行うことも考えられる。 
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（２）前籍校との連携、在籍校における支援 

≪現状を踏まえた考察≫ 

入院治療等のため、病院内の学級を設置している特別支援学校等へ一時転学して

いる児童生徒に対し、復学を見据えた支援を行うことは重要であり、入院等の前に

在籍していた学校（以下、「前籍校」という。）が転学先の特別支援学校等と連携し、

本人や保護者の意向等を踏まえ、前籍校の卒業式などの学校行事に参加できるよう

必要な配慮を行うことが望ましい。（P.56（参考）※２参照） 

入院等に伴い特別支援学校へ転学している場合には、在籍校(特別支援学校)は、

入院時や遠隔教育を実施する段階から、特別支援教育コーディネーターや医教連携

コーディネーターと協力し、前籍校や病院関係者との顔の見える関係性を構築し、

復学を見据えた支援について協議することが考えられる。 

前籍校への復学前に、１週間程度の体験通学を行い、前籍校から、本人・保護者

の記録や本人の様子をフィードバックしてもらう等の工夫が考えられる。 

在籍校における支援としては、学内に当該児童生徒に係る支援委員会を設置し、

児童生徒に関する情報交換を行ったり、支援の在り方を検討したりする取組も考え

られる。また、退院後の療養期間に学習支援やオンライン面談を実施したり、休み

時間などにクラスメイトとオンラインで交流する機会を設けたりすることで、復学

しやすい環境を作る取組も考えられる。 

 

≪まとめ≫ 

◼ 入院等に伴い特別支援学校へ転学している場合には、在籍校(特別支援学校)

は、前籍校や病院関係者等と連携し、復学を見据えた支援について協議する

ことが考えられる。 

◼ スムーズな復学のため、前籍校への復学前に、前籍校の様子を病気療養児へ

共有する、体験通学を行うなどの工夫が考えられる。 

◼ 在籍校では、当該生徒に係る支援委員会を設置することや、退院後も学習支

援や面談等でサポートを行うことが考えられる。 
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（３）復学後の支援 

≪現状を踏まえた考察≫ 

児童生徒の復学後も、学校生活において制限がある場合は、児童生徒の主治医が、

復学後の日常生活における留意事項を学校へあらかじめ伝達するなど、学校と病院

が連携して対応することがポイントとなる。特別支援教育コーディネーターや医教

連携コーディネーターは、関係者間での連絡調整に加え、病気療養児に対する関係

者間の共通理解をサポートし、復学後も引き続き必要に応じて児童生徒本人の状況

把握・相談対応を実施する役割もある。 

 

≪まとめ≫ 

◼ 復学後も学校生活において制限や配慮すべき事項がある場合は、学校と病院

が共通理解を持ったうえで、連携し対応する。 
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６．まとめと今後に向けて 

本事業においては、５つの受託自治体にて、病気療養児の教育機会の保障に向け、

同時双方向型の授業を原則としつつ、必要に応じオンデマンド型の授業を効果的に

活用するための調査研究を実施した。 

支援体制の構築、遠隔教育の準備、遠隔教育の実施、遠隔教育による学習の評価、

復学に向けた支援に関する自治体の取組を通して、オンデマンド型の授業の具体的

な実施方法や課題を整理し、効果的な活用方法を提示することができた。 

一方で、病気療養児に対する遠隔教育の実施については、地域により取組に差が

あることも指摘されており、その背景には、病気療養児に対する教育機会の保障に

関する制度が学校や医療関係者等に十分に周知されていないという課題があると

想定される。 

本事業の成果及び課題を踏まえ、都道府県教育委員会においては、域内の市町村

教育委員会に向け、病気療養児に対する遠隔教育に関する制度について研修や会議

等、様々な機会を捉えながら制度の周知徹底に努め、市町村の学校における遠隔教

育の実施体制の整備を支援していく必要がある。 

市町村教育委員会においては、所管する学校に在籍する児童生徒が入院治療等に

より遠隔教育による学習支援が必要となった場合、迅速に実施体制を整備し対応で

きるよう個別の相談事案等を通して都道府県教育員会と連携を整えておく必要で

ある。 

学校においては、在籍する児童生徒が入院した場合には治療に専念させるのみで

はなく、学びの保障を行う必要があることなど教職員に対し病気療養児の遠隔教育

に関する制度や必要性について理解啓発を行う。 

病気療養児に対する遠隔教育を実施する際にはあらかじめ学習評価に係る校内

規定を整備しておく必要がある。高等学校の単位認定においては、校内規定に基づ

く評価とともに修了の認定において弾力化を図るなど状況に応じた配慮を検討す

る。 

医療機関においては、病気療養児が遠隔教育を受けられるよう学校や教育委員会

と連携し、Wi-Fi機器や病室等の環境を整備することが求められる。 

教育委員会、学校においては、医療機関等との連携が欠かせないことから、特別

支援学校のセンター的機能を活用した医療との連絡・調整や、普及啓発の実施など

取組を通して日頃より医療機関等と連携しやすい関係性を構築しておく必要があ

る。 

国においては、本事業を通じて把握された各自治体の取組の成果を踏まえ、オン

デマンド型の授業の効果的な活用方法等を周知するとともに、各自治体において病

気療養児に対する遠隔教育による教育保障の体制整備が進むよう、今後は全国の自

治体に対する普及・啓発の取組を実施していく。 
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(参考) 

※１ 高等学校等における多様な学習ニーズに対応した柔軟で質の高い学びの実現について（通知）（５文

科初第 2030 号令和６年２月１３日）【別添３，４】高等学校等におけるメディアを利用して行う授業の実

施に係る留意事項について 

※２「病気療養児に関する実態調査」及び「特別支援教育体制整備状況調査等」 の結果について（周知）

（事務連絡令和５年１０月２７日） 

※３ 令和４年度病気療養児に関する実態調査結果（令和５年１０月） 

※４ 小・中学校等における病気療養児に対する ICT 等を活用した学習活動を行った場合の指導要録上の出

欠の取扱い等について(通知)（４文科初第２５６５号令和５年３月３０日） 

※５ 高等学校等の病気療養中等の生徒に対するオンデマンド型の授業に 関する改正について（通知）（４

文科初第２５６３号令和５年３月３０日） 
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令和６年度文部科学省委託 

ICTを活用した障害のある児童生徒等に対する指導の充実 

 （病気療養中等の児童生徒に対するオンデマンド型の授業に係る 

調査研究事業） 

事業報告書 

令和７（2025）年３月 

ＰｗＣコンサルティング合同会社 
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